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研究成果の概要（和文）：本研究は、我が国においていまだ萌芽的状態にある「立法学」的研究

を、近年国際法哲学界において台頭してきた「立法の法理学（legisprudence）」の問題関心・

方法と連接させて再編することにより、深化発展させることを試みた。本研究は、立法を産出、

再評価、改訂する統治システム全般の実効性・正統性の探求を含み、それにより、立法の産出

装置全体の機能的分析と規範的評価に基づいて立法全般の質的改善と民主的正統性の確保に裨

益するための知的基盤を整備した。 
 
研究成果の概要（英文）：This research developed the study of legislation which is still in a 
germinal stage in Japan. We reconstructed it by combining it with the new theoretical 
movement of ‘legisprudence’ which appears in the world of international legal philosophy 
these days. Our research elucidated the basic conditions for the effectiveness and 
legitimacy of the entire system of government which produces, reevaluates and revises law. 
Thereby it indicated the direction in which we can contribute to the qualitative 
improvement of legislation as a whole and protection of its democratic legitimacy based on 
the functional analysis and normative evaluation of the entire process of legislation.  
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１．研究開始当初の背景 
 <学術的背景：国内的動向> 近年、民事法、
刑事法、商法など基本法分野を含めて、法改
正・新法制定が我が国において活発化してい
る。この状況は個別の立法の是非をめぐる
「立法論」的な論議を惹起してきただけでな
く、立法全般の仕組み・システムのあり方へ

の問題関心を高め、その特質・功罪・改善方
法をめぐる論議、すなわち「立法学」的な論
議の発展の必要性を自覚させつつある。これ
までも、内閣法制局・衆参両議院法制局によ
る法案審査実践など、法律案作成実務の作業
過程・技法・理論の体系的整理を中心とする
研究が「立法学」の名において行われてきた。
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しかし、いま発展が要請されている立法学は、
このような立法実務研究としての狭義の立
法学に限られず、立法という産物を産出し、
再評価し、改訂する統治システム全般の実効
性・正統性の探求を含む。立法の産出装置全
体の機能的分析と規範的評価に基づいて立
法全般の質的改善と民主的正統性の確保を
目指す学という広義の「立法学」の研究につ
いて、先駆的業績ももちろん存在するが、更
なる発展への要請が高まっていた。 
 <学術的背景：国際的動向> 折しも、近年、
国際的な法哲学界において、このような広義
の立法学の発展をめざす観点から法哲学・法
理論のパラダイム転換を図る学問運動が
legisprudence という名称の下に組織化され
台頭しつつあった。この言葉は「立法
（legislation）」と「法理学（jurisprudence）」
という二つの言葉を結合させた造語であり、
直訳すれば「立法の法理学」を意味するが、
以下、簡略化して「立法理学」という訳語を
あてる。従来、立法過程の学問的研究を中心
的に担ってきたのは政治学であり、法哲学・
法理論は法を解釈学的に再構成し発展させ
る司法実践の方法論的・価値論的考察に主た
る関心を向けてきたため、立法システム自体
を主題とする法哲学･法理論は「発育不全」
状態に置かれてきた。立法理学運動はこの理
論的欠落を次の二つの観点から批判的に克
服することをめざしている。 
①司法中心主義への反省 立法過程に対す
る従来の法哲学・法理論の関心の希薄さは、
立法過程を「数と利と力」の論理が跋扈する
非合理な領域とみなし、「法の賢慮」が発現
する理性的法発展の場をもっぱら司法過程
に求めるという偏見に囚われてきたことに
よる。民主的立法が孕む「多数の専制」の危
険性を司法が制御する違憲審査制の役割へ
の期待もこの偏見の強化に寄与した。しかし、
司法もまた政治的イデオロギー闘争や権力
闘争の力学に影響され、理想と現実のギャッ
プを抱えていることを指摘し、正義や人権を
めぐる価値対立を裁断する政治的決定の正
統性を確保する上で民主的立法が司法に優
位するとして「立法の尊厳（the dignity of 
legislation）」の回復を求める論調も高まって
いる。立法理学運動参与者すべてが違憲審査
制の否定や消極的評価にコミットするもの
ではないが、過度に理想化された「理性的司
法」と過度に暗黒化された「非合理な立法」
との二項対立図式を超えて、「立法の賢慮」
を発展させる必要性の自覚が共有されてき
ている。 
②立法システムの規範的改革構想 民主的
立法に対する過度に否定的な評価は斥けら
れるべきだが、司法の理想化に対抗して民主
的立法を理想化することで「立法の尊厳」を
回復しようとする傾向も反省を要する。この

点で、立法過程研究を担ってきた政治学は、
現代民主主義社会の立法過程の歪み・機能不
全・逆機能性等について豊富な実証的分析を
提供し、民主的立法の理想と現実のギャップ
を自覚させる点で重要な貢献をしてきた。し
かし、政治学的立法過程分析は、かかる欠陥
を克服するための改革構想を提示し正当化
する規範理論を十分発展させてきたとは言
えない。政治哲学の領域で近年展開されてき
た「熟議民主主義（deliberative democracy）」
論は法哲学・憲法理論にも浸潤し、「利」を
交換する利益集団政治の場から「理」をもっ
て対話する理性的熟議の場への民主的立法
過程の転換を提唱しているが、ユートピア的
理想の提示の域を脱しているとは言い難く、
小規模な対面的議論共同体を超えた複雑で
大規模な現代民主社会の立法実践において
その理念を現実化するための制度改革構想
を十分発展させるまでには至っていない。ま
た「理性的議論による合意形成」の可能性を、
ややもすれば楽観的に想定しており、理性的
議論によっても解消しえない執拗な正義構
想の対立状況（ウォルドロンの言う「政治の
情況（the circumstances of politics）」）にお
いて、立法の「正当性（rightness）」をめぐ
る対立を超えて立法の「正統性（legitimacy）」
を保障することがいかにして可能かという
問題に、十分な解明を与えていない。立法理
学は単なる「立法者の心構え論」を超えた立
法システム全般の改革構想を探究するが、そ
れは立法の質的改善を目的とすると同時に、
正義構想自体が先鋭に分裂対立する多元的
社会における立法の「正統性」の条件の確保
を図るものである。 
 
２．研究の目的 
本共同研究は、我が国においていまだ萌芽的
状態にある「立法学」的研究を、近年国際法
哲学界において法哲学のパラダイム革新運
動として台頭してきた「立法の法理学
（legisprudence）」の問題関心・方法と連接
させて再編することにより、深化発展させる
ことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
本共同研究は、立法理学の次の三つの先端的
課題を掘り下げて考察し、その成果を上記の
国際学会・国際雑誌等で発表して、我が国の
立法学研究を国際的な立法理学研究と統合
して発展させることを目指した。 
①� 法の正統性保障 立法理学の学問的背景 
の一環をなす「規範的法実証主義」の問題提
起を、この立場の制約に囚われることなく、
立法の正当性と正統性の区別という一層原
理的な次元で捉え返した上で、立法の正当性
ではなくその正統性の保障原理たる「立法の
法」として「法の支配」の理念を位置づけ、



 

 

従来の「法の支配」論の諸類型を批判的に検
討して的確な代替理論を提示するとともに、
「立法の法としての法の支配」を実効的に保
障しうる立憲民主主義の制度構想の提示を
試みた。 
②立法の合理性保障 立法が「結果責任なき 
心情倫理」、「利益集団の取引」、「大衆心理の
煽動」等に支配されないためには、立法の正
統性保障原理の確立だけでなく、その合理性
の担保が必要である。そのために、立法過程
における「事前の熟議」の確保にとどまらず、
立法帰結の「事後的査定」と立法帰結に対す
る「答責性」の明確化により立法の批判的自
己修正機能・試行錯誤的学習機能を促進し、
世論感応性と非合理な世論形成に対する批
判的制御との均衡をとりうるような的確な
民主的立法システムの構想を提示した。 
③立法の謙抑性保障 立法は社会改革手段
たりうるが、立法による社会改革の限界も自
覚される必要がある。例えば、強固に安定し
た社会規範が存在する場合、それが不当だと
しても、社会規範遵守を禁圧する立法による
変革は失敗し、社会規範逸脱コスト低減措置
や社会的意識向上実践支援措置など間接的
誘導の方が効果的なことも多い。立法を万能
視する「理性の倨傲」を抑制し、社会秩序形
成における立法の限界と適切な役割を見極
めるような「立法の賢慮」とその制度的保障
装置を探究した。 
 
４．研究成果 
本研究は、以上の三つの問題群で、次のよう
な方向付けを得た。 
①立法の正統性保障 立法の正当性ではな
く正統性の保障原理たる「立法の法」として
「法の支配」の理念を位置づけるべきこと、
立憲民主主義の制度構想もこれを実効的に
保障しうるかという観点から発展さるべき
ことを確認した。 
②立法の合理性保障（立法過程における帰結
の「事後的査定」と「答責性」の明確化によ
り立法の批判的自己修正機能・試行錯誤的学
習機能を促進し、世論感応性と非合理な世論
形成に対する批判的制御との均衡をとりう
るか否かが、民主的立法システムの構想の評
価指針であることを確認した。 
③立法の謙抑性保障（立法への万能視を抑制
し、社会秩序形成における立法の限界と適切
な役割を見極めるような「立法の賢慮」とそ
の制度的保障装置を確立する必要性を確認
した。 
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